






































■取組内容
No.

5

■平成30年6月 第1回瀬田川地域安全協議会で決定した取組（瀬田川独自の課題から抽出）

■各種提言等

取組機関

協議会全体

取組項目

土砂災害警戒区域や浸水想定区域の見直しに合わせて、「タイムライン（防災行動計画）
策定・活用指針」に基づくタイムラインを作成

目標時期

R3年度

緊
急
行
動
計
画
等

「水防災意識社会 再構築ビジョン」
【国土交通省】 平成27年12月11日

（国土交通省水管理・国土保全局 課長通知 H28.1.18）

「水防災意識社会」の再構築に向けた緊急行動計画
【国土交通省】 平成29年6月20日

水防災意識社会の再構築に向けた緊急行動計画の改定
【国土交通省】 平成31年1月29日

〔背景〕
□関東・東北豪雨を踏まえ、直轄河川において、平成32年度を目途に
水防災意識社会を再構築する取組を行う。

〔概要〕
●洪水時における河川管理者からの情報提供等の内容及びタイミン
グやそれらを踏まえた避難勧告等発令の対象区域・判断基準等の設
定
○住民等へ適切かつ確実に情報伝達する体制や方法の改善

〔背景〕
□平成28年8月に相次いで発生した台風による豪雨を踏まえ、緊急的
に実施すべき事項について、平成33年度を目途に取り組むべき各種
取組に関する方向性、具体的な進め方等をとりまとめ。

〔概要〕
○水害対応タイムラインを活用して、河川管理者は洪水対応訓練を
実施し、また市町村は関係機関と連携して避難訓練等を実施して、明
らかになった課題等を踏まえ、避難勧告の発令基準や水害対応タイ
ムライン等を見直し。

〔背景〕
□平成30年7月豪雨をはじめ、近年各地で大水害が発生していること
を受け、2020年度を目途に取り組むべき緊急行動計画を改定。

〔概要〕
○水害対応タイムラインを活用して、河川管理者は洪水対応訓練を
実施し、また市町村は関係機関と連携して避難訓練等を実施して、明
らかになった課題等を踏まえ、避難勧告の発令基準や水害対応タイ
ムライン等を見直し。

社
会
資
本
整
備
審
議
会

答
申

大規模氾濫に対する減災のための治水対策のあり方について
～社会意識の変革による「水防災意識社会」の再構築に向けて～

【社会資本整備審議会】 平成27年12月

中小河川等における水防災意識社会の再構築のあり方について
【社会資本整備審議会】 平成29年1月

大規模広域豪雨を踏まえた水災害対策のあり方について
～複合的な災害にも多層的に備える緊急対策～

【社会資本整備審議会】 平成30年12月

〔背景〕
□関東・東北豪雨を踏まえ、「施設の能力には限界があり、施設では
防ぎきれない大洪水は必ず発生するもの」へと意識を変革し、社会全
体で洪水氾濫に備える。

〔概要〕
●避難勧告等に着目したタイムライン（時系列の防災行動計画）の整
備を進めるとともに、これに基づく訓練を継続的に実施すること。
○その際、市町村長の参加を得て行うことや、ロールプレイング方式
を活用する等により実戦的な訓練とすることが重要である。

〔背景〕
□平成28年8月に相次いで発生した台風による豪雨を踏まえ、都道府
県が管理する中小河川においても、水防災意識社旗の再構築を加速
する。

〔概要〕
○市町村による避難勧告等の発令が確実に行われるよう、各市町村
の発令基準やそのためのタイムライン等について、実効性の確保を
図る観点から減災対策協議会等において点検を行い、必要に応じて
改善を促す取組を推進すべきである。

〔背景〕
□平成30年7月豪雨を踏まえ、広域的かつ同時多発的に発生する河
川の氾濫や土砂災害等の大規模広域豪雨に対応する。

〔概要〕
○それぞれの地域で想定される洪水や高潮、土砂災害等の様々な災
害やそれらの複合的な災害に対して、必要に応じ利水ダム等を含む
様々な関係機関に大規模氾濫減災協議会等への参画や、情報提供
についても協力を求め、関係機関が連携して円滑に防災行動が実施
できるよう、避難勧告等の発令を中心に実施すべき防災行動を時系
列で整理する避難勧告着目型タイムラインの対象災害を充実させる
こと。

水
防
法

水防法の一部改正【国土交通省】 平成27年7月

〔背景〕
□近年、洪水の他、内水・高潮により、現在の想定を超える浸水被害
が多発
□想定し得る最大規模の洪水に対する避難体制等充実・強化

〔改正の概要〕
□想定し得る最大規模の洪水に係る区域に拡充して公表
□計画規模降雨浸水想定区域図の更新
□浸水継続時間の公表
□洪水浸水想定区域に関する避難場所及び避難経路に関する事項
を示した印刷物等を作成し、各世帯に提供。（水防法第15条第3項）

・該当なし

〔背景〕
□国管理河川の支川や県管理河川等の中小河川で氾濫発生し多数
の死者等が発生。
□「逃げ遅れゼロ」、「社会経済被害の最小化」を実現し、抜本的な対
策が急務
□「水防災意識社会再構築ビジョン」を中小河川も含めた全国河川で
さらに加速・強化

〔改正の概要〕
□大規模氾濫減災協議会の創設
□市町村長による水害リスク情報の周知制度の創設
□要配慮者利用施設の避難確保計画・避難訓練の義務化

水防法の一部改正【国土交通省】 平成29年6月

パターンⅡ‐1
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P7
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■取組内容
No.

4

■平成30年6月 第1回瀬田川地域安全協議会で決定した取組（瀬田川独自の課題から抽出）

■各種提言等

取組機関

気象台、滋賀県

取組項目

土砂災害警戒情報発表の判断基準（CL）の見直しを継続的に行う

目標時期

引き続き実施

緊
急
行
動
計
画
等

「水防災意識社会 再構築ビジョン」
【国土交通省】 平成27年12月11日

（国土交通省水管理・国土保全局 課長通知 H28.1.18）

「水防災意識社会」の再構築に向けた緊急行動計画
【国土交通省】 平成29年6月20日

水防災意識社会の再構築に向けた緊急行動計画の改定
【国土交通省】 平成31年1月29日

〔背景〕
□関東・東北豪雨を踏まえ、直轄河川において、平成32年度を目途に
水防災意識社会を再構築する取組を行う。

〔概要〕
該当項目なし

〔背景〕
□平成28年8月に相次いで発生した台風による豪雨を踏まえ、緊急的
に実施すべき事項について、平成33年度を目途に取り組むべき各種
取組に関する方向性、具体的な進め方等をとりまとめ。

〔概要〕
該当項目なし

〔背景〕
□平成30年7月豪雨をはじめ、近年各地で大水害が発生していること
を受け、2020年度を目途に取り組むべき緊急行動計画を改定。

〔概要〕
該当項目なし

社
会
資
本
整
備
審
議
会

答
申

大規模氾濫に対する減災のための治水対策のあり方について
～社会意識の変革による「水防災意識社会」の再構築に向けて～

【社会資本整備審議会】 平成27年12月

中小河川等における水防災意識社会の再構築のあり方について
【社会資本整備審議会】 平成29年1月

大規模広域豪雨を踏まえた水災害対策のあり方について
～複合的な災害にも多層的に備える緊急対策～

【社会資本整備審議会】 平成30年12月

〔背景〕
□関東・東北豪雨を踏まえ、「施設の能力には限界があり、施設では
防ぎきれない大洪水は必ず発生するもの」へと意識を変革し、社会全
体で洪水氾濫に備える。

〔概要〕
該当項目なし

〔背景〕
□平成28年8月に相次いで発生した台風による豪雨を踏まえ、都道府
県が管理する中小河川においても、水防災意識社旗の再構築を加速
する。

〔概要〕
該当項目なし

〔背景〕
□平成30年7月豪雨を踏まえ、広域的かつ同時多発的に発生する河
川の氾濫や土砂災害等の大規模広域豪雨に対応する。

〔概要〕
該当項目なし

水
防
法

水防法の一部改正【国土交通省】 平成27年7月

〔背景〕
□近年、洪水の他、内水・高潮により、現在の想定を超える浸水被害
が多発
□想定し得る最大規模の洪水に対する避難体制等充実・強化

〔改正の概要〕
□想定し得る最大規模の洪水に係る区域に拡充して公表
□計画規模降雨浸水想定区域図の更新
□浸水継続時間の公表
□洪水浸水想定区域に関する避難場所及び避難経路に関する事項
を示した印刷物等を作成し、各世帯に提供。（水防法第15条第3項）

・瀬田川の課題「土砂災害警戒情報の発表が、避難勧告等の発令、避難行動に結びついていない。」を踏まえ、「土砂災害警戒情報発表の判断基準（CL）の見直しを行う」の取組が採用された。

〔背景〕
□国管理河川の支川や県管理河川等の中小河川で氾濫発生し多数
の死者等が発生。
□「逃げ遅れゼロ」、「社会経済被害の最小化」を実現し、抜本的な対
策が急務
□「水防災意識社会再構築ビジョン」を中小河川も含めた全国河川で
さらに加速・強化

〔改正の概要〕
□大規模氾濫減災協議会の創設
□市町村長による水害リスク情報の周知制度の創設
□要配慮者利用施設の避難確保計画・避難訓練の義務化

水防法の一部改正【国土交通省】 平成29年6月

パターンⅡ‐2
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■取組内容
No.

1

■平成30年6月 第1回瀬田川地域安全協議会で決定した取組（瀬田川独自の課題から抽出）

■各種提言等

取組機関

協議会全体

取組項目

出水期前に協議会においてホットラインの連絡体制を確認

目標時期

引き続き実施

緊
急
行
動
計
画
等

「水防災意識社会 再構築ビジョン」
【国土交通省】 平成27年12月11日

（国土交通省水管理・国土保全局 課長通知 H28.1.18）

「水防災意識社会」の再構築に向けた緊急行動計画
【国土交通省】 平成29年6月20日

水防災意識社会の再構築に向けた緊急行動計画の改定
【国土交通省】 平成31年1月29日

〔背景〕
□関東・東北豪雨を踏まえ、直轄河川において、平成32年度を目途に
水防災意識社会を再構築する取組を行う。

〔概要〕
該当項目なし

〔背景〕
□平成28年8月に相次いで発生した台風による豪雨を踏まえ、緊急的
に実施すべき事項について、平成33年度を目途に取り組むべき各種
取組に関する方向性、具体的な進め方等をとりまとめ。

〔概要〕
○協議会の場等を活用し、平成30年出水期までに、洪水予報河川及
び水位周知河川の沿川市町村等と河川管理者において、ホットライン
を構築。
●毎年、出水期前に協議会において連絡体制を確認。

〔背景〕
□平成30年7月豪雨をはじめ、近年各地で大水害が発生していること
を受け、2020年度を目途に取り組むべき緊急行動計画を改定。

〔概要〕
○毎年、出水期前に協議会において連絡体制を確認。洪水対応訓練
や避難訓練等を実施し、明らかになった課題等を通してタイムライン
を検証し、必要に応じて改訂。

社
会
資
本
整
備
審
議
会

答
申

大規模氾濫に対する減災のための治水対策のあり方について
～社会意識の変革による「水防災意識社会」の再構築に向けて～

【社会資本整備審議会】 平成27年12月

中小河川等における水防災意識社会の再構築のあり方について
【社会資本整備審議会】 平成29年1月

大規模広域豪雨を踏まえた水災害対策のあり方について
～複合的な災害にも多層的に備える緊急対策～

【社会資本整備審議会】 平成30年12月

〔背景〕
□関東・東北豪雨を踏まえ、「施設の能力には限界があり、施設では
防ぎきれない大洪水は必ず発生するもの」へと意識を変革し、社会全
体で洪水氾濫に備える。

〔概要〕
○引き続き、洪水予報やホットラインなど、洪水時に河川管理者等か
ら提供される情報とその対応等について市町村長と確認するための
セミナーを早期に開催するとともに、出水期前等に定期的に開催する
こと。

〔背景〕
□平成28年8月に相次いで発生した台風による豪雨を踏まえ、都道府
県が管理する中小河川においても、水防災意識社旗の再構築を加速
する。

〔概要〕
○都道府県管理河川において、避難勧告等の発令が確実に行われ
るよう、洪水時の河川状況等を河川管理者から関係市町村長へ直接
伝達する「ホットライン」の取組を、ガイドライン策定等により、早期に
定着させるべきである。

〔背景〕
□平成30年7月豪雨を踏まえ、広域的かつ同時多発的に発生する河
川の氾濫や土砂災害等の大規模広域豪雨に対応する。

〔概要〕
該当項目なし

水
防
法

水防法の一部改正【国土交通省】 平成27年7月

〔背景〕
□近年、洪水の他、内水・高潮により、現在の想定を超える浸水被害
が多発
□想定し得る最大規模の洪水に対する避難体制等充実・強化

〔改正の概要〕
□想定し得る最大規模の洪水に係る区域に拡充して公表
□計画規模降雨浸水想定区域図の更新
□浸水継続時間の公表
□洪水浸水想定区域に関する避難場所及び避難経路に関する事項
を示した印刷物等を作成し、各世帯に提供。（水防法第15条第3項）

・該当なし

〔背景〕
□国管理河川の支川や県管理河川等の中小河川で氾濫発生し多数
の死者等が発生。
□「逃げ遅れゼロ」、「社会経済被害の最小化」を実現し、抜本的な対
策が急務
□「水防災意識社会再構築ビジョン」を中小河川も含めた全国河川で
さらに加速・強化

〔改正の概要〕
□大規模氾濫減災協議会の創設
□市町村長による水害リスク情報の周知制度の創設
□要配慮者利用施設の避難確保計画・避難訓練の義務化

水防法の一部改正【国土交通省】 平成29年6月

パターンⅢ

P1

2
4



■取組内容
No.

31

■平成30年6月 第1回瀬田川地域安全協議会で決定した取組（瀬田川独自の課題から抽出）

■各種提言等

取組項目 目標時期 取組機関

市町村等の取組を支援する専門家のリストを作成及び支援結果について協議会等の場
で共有

R1年度から
順次実施

近畿地整

・該当なし

水
防
法

水防法の一部改正【国土交通省】 平成27年7月 水防法の一部改正【国土交通省】 平成29年6月

〔背景〕
□近年、洪水の他、内水・高潮により、現在の想定を超える浸水被害
が多発
□想定し得る最大規模の洪水に対する避難体制等充実・強化

〔改正の概要〕
□想定し得る最大規模の洪水に係る区域に拡充して公表
□計画規模降雨浸水想定区域図の更新
□浸水継続時間の公表
□洪水浸水想定区域に関する避難場所及び避難経路に関する事項
を示した印刷物等を作成し、各世帯に提供。（水防法第15条第3項）

〔背景〕
□国管理河川の支川や県管理河川等の中小河川で氾濫発生し多数
の死者等が発生。
□「逃げ遅れゼロ」、「社会経済被害の最小化」を実現し、抜本的な対
策が急務
□「水防災意識社会再構築ビジョン」を中小河川も含めた全国河川で
さらに加速・強化

〔改正の概要〕
□大規模氾濫減災協議会の創設
□市町村長による水害リスク情報の周知制度の創設
□要配慮者利用施設の避難確保計画・避難訓練の義務化

社
会
資
本
整
備
審
議
会

答
申

大規模氾濫に対する減災のための治水対策のあり方について
～社会意識の変革による「水防災意識社会」の再構築に向けて～

【社会資本整備審議会】 平成27年12月

中小河川等における水防災意識社会の再構築のあり方について
【社会資本整備審議会】 平成29年1月

大規模広域豪雨を踏まえた水災害対策のあり方について
～複合的な災害にも多層的に備える緊急対策～

【社会資本整備審議会】 平成30年12月

〔背景〕
□関東・東北豪雨を踏まえ、「施設の能力には限界があり、施設では
防ぎきれない大洪水は必ず発生するもの」へと意識を変革し、社会全
体で洪水氾濫に備える。

〔概要〕
○該当項目なし

〔背景〕
□平成28年8月に相次いで発生した台風による豪雨を踏まえ、都道府
県が管理する中小河川においても、水防災意識社旗の再構築を加速
する。

〔概要〕
該当項目なし

〔背景〕
□平成30年7月豪雨を踏まえ、広域的かつ同時多発的に発生する河
川の氾濫や土砂災害等の大規模広域豪雨に対応する。

〔概要〕
該当項目なし

緊
急
行
動
計
画
等

「水防災意識社会 再構築ビジョン」
【国土交通省】 平成27年12月11日

（国土交通省水管理・国土保全局 課長通知 H28.1.18）

「水防災意識社会」の再構築に向けた緊急行動計画
【国土交通省】 平成29年6月20日

水防災意識社会の再構築に向けた緊急行動計画の改定
【国土交通省】 平成31年1月29日

〔背景〕
□関東・東北豪雨を踏まえ、直轄河川において、平成32年度を目途に
水防災意識社会を再構築する取組を行う。

〔概要〕
○該当項目なし

〔背景〕
□平成28年8月に相次いで発生した台風による豪雨を踏まえ、緊急的
に実施すべき事項について、平成33年度を目途に取り組むべき各種
取組に関する方向性、具体的な進め方等をとりまとめ。

〔概要〕
該当項目なし

〔背景〕
□平成30年7月豪雨をはじめ、近年各地で大水害が発生していること
を受け、2020年度を目途に取り組むべき緊急行動計画を改定。

〔概要〕
●市町村等の取組を支援する専門家のリストを作成。
●支援結果について協議会等の場で共有。
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